様式第1号　 (用紙  日本産業規格Ａ4縦型)

交　付　申　請　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年　　月　　日
公益財団法人 静岡県産業振興財団
理事長　中西　勝則　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(所在地,　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(名　称,　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者,　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　実印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(連絡担当者職氏名,　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ
　　Ｆ Ａ Ｘ
　　　　　　　　　　　　　　　　　e -mail

令和３年度において次世代自動車技術革新対応促進助成事業における下記助成事業を実施したいので、次世代自動車技術革新対応促進助成金交付要綱第８の規定に基づき、助成金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

なお、交付決定の上は、概算払いされるよう併せて申請します。

１　助成事業の名称　　　　　 次世代自動車技術革新対応促進助成事業（一般型）
２　研究テーマ名　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　交付申請事業予定経費(全体)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
５　事業完了予定年月日　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

６　概算払承認申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

【理由】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（注）申請する事業、項目に応じて修正すること。

様式第２号の２　 (用紙  日本産業規格Ａ4縦型)

事 業 計 画 書　

１　助成事業の名称　　　　　　　次世代自動車技術革新対応促進助成事業（一般型）
２　研究テーマ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　申請者の概要
	企業名
	
	資本金
	千円

	代表者名
	
	従業員
	人

	設立年月日
	年　　　月　　　日　　　　　　
	業種
	

	所在地
	〒

	主要製品
	

	
	
	電話番号
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	連絡責任者
	役所属
	携帯電話番号
	

	
	氏名
	e-mail
	

	
	　　　　　年　　月
(直近期)
	年　　月
(前期)
	年　　月
(前々期)

	売上高
	千円
	千円
	千円

	営業損益
	千円
	千円
	千円

	経常損益
	千円
	千円
	千円


４　研究開発の内容
(1)　研究開発の目的(背景や動機)

	


 (2)　目標とする研究成果(事業計画の着地点)

	


(3)　研究開発する製品・技術の比較（新規性・優位性・市場性・他との比較）

	


（4）申請時における進捗状況と問題点

	申請時までの当該研究開発に係る進捗状況と、それまでに生じた問題点及び今後予想される　問題点を、以下の項目について簡潔に記入すること。

１．　現在までの進捗状況

２．　これまで生じた問題点　と　今後予測される問題点

３．　現在までの進捗において利用した助成・補助事業について

　　　（実施団体、年度、事業費、補助額、研究テーマについて）




（5）　研究開発の具体的な内容(方法)　 

	当該研究開発の対象となる新技術、新製品等の技術的特色を中心に、どのような研究を実施するか、以下の研究項目を簡潔に記入すること。
（補充説明資料があれば添付すること。）　　　　　
１．　研究項目（新技術・技術的特色）　と研究内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．　経費説明（機械装置、外注加工、技術コンサルタント、委託費の必要性を説明）




(6)　研究開発スケジュール

	研究開発項目

(なにをするのか)
	期間

(いつ)
	概要

(どのようにやるのか)
	連携先
(だれと)

	
	
	
	


(7)　連携・協力体制（ある場合）
	区分
	名称
	所在地
	担当者(所属・役職・氏名)

	産業界
(企業等)
	
	
	

	学界

(大学等)
	
	
	

	公的機関
(試験機関等)
	
	
	

	（事業推進体制フロー図）



５　事業化に関する詳細
(1)　研究開発する製品・技術の事業化の見通し・事業化の時期（実現可能性）

	


(2)　生産体制

	


(3)　販売体制

	


(4)　市場概要・規模／売上目標（販売価格、数量、市場占有率）
	


６　収支予算書　

(1)　収支予算表
（交付申請事業分・当該年度分のみ、様式第１号３交付申請額と同じ金額）
（収入）                        (単位：円）   （支出）　　　　　 　　　　　（単位：円）　　
	科　　目
	金　額　
	
	科　　目
	金　額

	産業財団助成金
	
	
	原材料費
	

	　自己資金
	
	
	　機械装置購入等経費
	

	　借入金
	
	
	　外注加工費
	

	その他
	
	
	　技術コンサルタント料
	

	合　計
	
	
	　委託費
	

	
	
	　資料購入費
	

	
	
	　通信運搬費
	

	
	
	　調査研究費
	

	
	
	　消耗品費
	

	
	
	合　計
	

	
	
	


(2)　科目別支出予算内訳

①原材料費

	項目
	単価・数量等金額根拠
	金額(円)
	使用目的

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


②機械装置購入等経費（レンタル・リースを原則とする。）
	項目
	目的・詳細、金額根拠
	金額(円)
	購入先名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


③外注加工費

	項目
	目的・詳細
	金額(円)
	外注先名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


④技術コンサルタント料

	項目
	単価・回数等金額根拠
	金額(円)
	依頼先

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


⑤委託費

	項目
	目的・詳細
	金額(円)
	委託先名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


⑥資料購入費

	項目
	単価・冊数等金額根拠
	金額(円)
	目的

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


⑦通信運搬費

	項目
	単価・枚数・回数等金額根拠
	金額(円)
	目的

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


⑧調査研究費

	項目
	単価・回数等金額根拠
	金額(円)
	目的

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


⑨消耗品費

	項目
	
	金額(円)
	目的

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


７　その他

(1)　 主任研究開発担当者
	氏　　名
	役所属
	経　歴（詳しく記入）

	
	
	

	（TEL）
	
	

	(2)　主任以外の研究開発担当者
氏　　名
役所属
本研究開発での担当分野
（TEL）

(3)　経理担当者

	氏　　名
	役所属

	
	

	（TEL）
	

	(4)　研究実施場所

	実施場所
	社外の場合はその理由

	
	

	
	


(5)　特許・実用新案の状況（今回の申請テーマに関連するものに限る。）

	名　　称
	特許権の有無
	発　明　、　考　案　者　名

	
	
	

	
	
	

	
	
	


(6)　その他の特記事項(ISO9000、ISO14000シリーズ認定取得状況等)

	


様式第３号　 (用紙  日本産業規格Ａ4縦型)

反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書
公益財団法人 静岡県産業振興財団

理事長　中西　勝則　様

私は、次の１の各号のいずれかに該当し、若しくは２の各号のいずれかに該当する行為をし、又は１に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、貴産業財団への申込みが拒絶され、又は、申込みに基づく決定が取り消されても異議を申しません。

また、これにより損害が生じた場合でも、一切私の責任といたします。

１　貴産業財団との取引に際し、現在、次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約いたします。

(1) 暴力団

(2) 暴力団員等（暴力団員及び暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者をいう。）　

(3) 暴力団準構成員

(4) 暴力団関係企業

(5) 総会屋等

(6) 社会運動等標ぼうゴロ

(7) 特殊知能暴力集団等

(8) 前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者
ア　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること。
イ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められること。
ウ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって前各号に掲げる者を利用したと認められること。
エ　前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められること。
オ　その他前各号に掲げる者と役員又は経営に実質的に関与している者が、社会的に非難されるべき関係にあると認められること。

２　自ら又は第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを確約いたします。
(1) 暴力的な要求行為

(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為

(3) 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為

(4) 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて貴財団の信用を棄損し、又は貴産業財団の業務を妨害する行為　

(5) その他前各号に準ずる行為

３　上記に関して不法行為があった場合は法的措置(民事・刑事)を講じられても構いません。







　　　　　　　令和３年　　月　　日

所在地

　　社名及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印　　　　　　　
　
（参考）A4サイズ1枚にまとめて記入
研　究　概　要　表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	企業名
	[カナ]　
	資本金
	（千円）

	
	
	
	

	代表者名
	
	従業員
	人

	創立年月日
	
	連絡責任者名
	

	所在地
	〒


	電話番号

ＦＡＸ
	

	業　種
	


	研究テーマ
	[カナ]　

	
	

	（様式２に記入する事項を１ページに記載。）

【研究開発目的】

【進捗状況および研究課題とその解決方法】

【事業化の実現可能性（生産体制、販売体制、市場規模、売上目標など）】




9

